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【報道資料】 

広報・ＰＲ活動の重要性を研究、価値向上を目指す 

調査・研究機関「PR総研」 

企業・団体の広報実態や危機管理意識などを調査 

2013年 1月 31日（木） 設立 

 

企業・団体の広報コンサルティング・支援を行う総合 PR 会社、共同ピーアール株式会社（代表取締

役 上村 巍、東京都中央区）は、インターネット・SNS などメディア環境の変化が広報活動に与える影

響や、広報戦略のあり方など、広報・PR に関する基礎研究・調査を行う社内研究機関「PR 総研」を

2013年 1月 31日（木）に設立します。※PR・・・Public Relations（パブリック・リレーションズ）の略 

 

ソーシャルメディア時代における広報の課題と戦略のあり方、 

「PR効果」の研究や、マスコミ実態調査などを発表 

主な研究テーマとして、PR 効果と測定手法の研究、ソーシャルメディアとマスコミの実態調査、海外

の最先端の事例などに取り組みます。当面は 3 カ月に 1 回程度、ホームページなどを通じて研究・調

査内容を発表します。 

研究員は、企業・団体の広報・危機管理コンサルティングや研修を長らく手掛け「広報の学校」専任

講師である当社副社長・篠崎所長を筆頭に、呉慶和氏（ドゥリサーチ研究所 データストラテジスト）など

外部専門家、ほか当社スタッフで構成します。 

ミッションは広報・PRの価値向上を通じた、広報担当・PR業界の活性化 

当社は 1964 年の創業以来「PR 業界のパイオニア」として業界をリードし、広報・ＰＲの浸透・定着を

通して社会に貢献して参りました。 

近年、TV・新聞・出版など既存メディアに加え、インターネットの急速な普及に伴い、広報・ＰＲ業務

を取り巻く環境は、激しく変化しています。 

日本のＰＲ業界には「広報の学校」など教育機関はありましたが、研究機関はなく、最先端の業界動

向を察知し、調査分析を行う必要性が高まっていました。 

こうした状況を踏まえ、当社は「PR 業界のパイオニア」として「PR 総研」を設立、広報・PR の価値向

上と、広報担当者の地位向上、業界のさらなる活性化を目指します。 

＜ PR 総研 概要 ＞ 

機 関 名 PR総研 （Public Relations Research Institute） 

設 立 日 2013年 1月 31日（木） 

所 長 篠崎 良一 （共同ＰＲ㈱取締役副社長） 

外 部 研 究 員 呉 慶和 （ドゥリサーチ研究所 データストラテジスト） 

設 立 趣 旨 

１．広報・PR業務を取り巻く、メディア環境の変化を捉え、調査分析し最新情報を発信 

２．「PR効果の指標」「経営者にとってPR価値とは」「ソーシャルメディア時代の広報課題、

戦略のあり方」など、広報担当者の指針となる指標の策定、調査分析、提言 

３．広報業務の価値向上と、広報担当者・PR業界の地位向上 

４．海外の先端事例、研究の紹介 



 

 

＜所長 篠崎良一 プロフィール＞ 

早稲田大学第一文学部社会学専攻卒。共同 PR㈱取締役副社長。 

企業・団体の広報・危機管理コンサルティングや研修を担当。 

2003年 5月より『広報の学校』事務局長兼主任講師。企業、行政、各種団体の講演、セミナー、研修

講師を数多く実施。著書に『実戦企業広報マニュアル』『会社を守る！もしものときの メディア対応策』

（共にｲﾝﾃﾞｯｸｽ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ）『広報・PR 概論』（共著、同友館）『広報・PR 実務』（監修、同友館）

『パブリックコミュニケーションの世界』（共著、北樹出版）ほか。日本広報学会理事、日本PR協会、日

本コーポレートガバナンスネットワーク、各会員。（社）日本PR協会認定資格『PRプランナー』試験委

員。 

 

＜アドバイザー（主任研究員） 呉 慶和 プロフィール＞ 

東京理科大学理学部応用化学科卒。理想科学工業、日本カラーデザイン研究所、トータルメディア開

発研究所、日本アプライドリサーチ研究所 経営・マーケティング開発室 取締役主幹研究員を経て現

在、株式会社ドゥリサーチ研究所 主幹研究員、工学院大学大学院 システムデザイン専攻講師 

専門分野は「調査」「ブランド開発」「ブランドメッセージ開発」「ブランドＶＩ開発」。 

著書に『再入門 利益が上がる「市場調査」のやり方』。 

マーケティングサイエンス学会、オペレーションリサーチ学会、各会員 

＜会社概要＞ 

■社 名：共同ピーアール株式会社 

■本 社：〒104-8158 東京都中央区銀座 7-2-22 同和ビル 

■代 表 者：代表取締役 上村 巍 

■設 立：1964年（昭和 39年）11月 

■決 算 期：12月末 

■従 業 員 数：単体：243名 連結：291名 

■資 本 金：4億 1,990万円 

■売 上：43億 2,800万円 

（いずれも平成 23年 12月末日現在） 

 

活 動 内 容 
・広報・PR活動の価値向上を目的とした調査・研究の実施、発表 

・セミナー、シンポジウムの開催 

お 問 い 合 わ せ 
電話 03-3571-5159 

ホームページ（共同ＰＲ）  http://www.kyodo-pr.co.jp/ 

【本件についてのお問い合わせ先】 

PR総研（共同ピーアール株式会社内） 高木・土生（はぶ） 

Tel：03-3571-5159 Fax：03-3574-5183  

〒104-8158 東京都中央区銀座 7-2-22 同和ビル   

ホームページ：http://www.kyodo-pr.co.jp/ 

http://www.kyodo-pr.co.jp/
http://www.kyodo-pr.co.jp/

